
サステナブル調達の考え方
日本光電では、健全・公正な購買活動を行うとともに、お取引先様を含めたバリューチェーン全
体において公正な取引の実現を目指しています。また、環境や社会に配慮し、サステナビリティ
推進に取り組んでいます。調達におけるサステナビリティを一層強化するため、サステナブル調
達に関する社内教育を実施するとともに、お取引先様に周知し、理解を求めています。

「日本光電サステナブル調達基準」の遵守に向けて
日本光電では、従業員一人ひとりが健全かつ公正な取引に関する正しい理解と意識を持ち続け
るため、全従業員に対して定期的なコンプライアンス教育を実施しています。特に、調達に関
連する部門では、公正競争規約や下請法をはじめ、それぞれの役割に対応した諸法令などの研
修を毎年実施しており、2021年度は57名が受講しました。
また、お取引先様とも相互にコミュニケーションを図りながら、「日本光電サステナブル調達
基準」への理解と対応をお願いしています。環境や品質への取り組みについて自己評価をお願
いするとともに、毎年実施している「サステナビリティアンケート」に回答していただくこと
で、「日本光電サステナブル調達基準」に関する認識と遵守状況を確認しています。アンケート
を通していただいたご意見は、調達部門へフィードバックし、公正で責任ある調達の実現に向
けて活用しています。

お取引先様を含めたバリューチェーン全体で、公正な取引の実現を目指しています。公正な取引に向けて

調達方針・基準
日本光電の調達に関する姿勢を広く社内外に周知し、浸透させることを目的に、「日本光電調達
方針」「日本光電CSR調達基準」を2013年に策定しました（CSR調達基準は 2020年度から「日
本光電サステナブル調達基準」に名称変更）。「日本光電調達方針」は、日本光電の調達に関する
基本方針を示しています。また、「日本光電サステナブル調達基準」は、日本光電がお取引先様
に期待するサステナビリティに関する遵守事項を示しており、お取引先様と良好な関係を構築し、
真に豊かで持続可能な社会の実現を目指します。

https://www.nihonkohden.co.jp/information/supplier.html#調達方針
詳細については、当社ウェブサイトをご覧ください。
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■「サステナビリティアンケート（2021年度）」の結果
2021年度は、82社のお取引先様に依頼し、その全てのお取引先様にご協力いただきました。調
査は、6項目「法令遵守・公正な事業慣行」「人権」「品質」「環境」「情報の管理」「サステナビリティ」
の20問で構成され、「法令遵守・公正な事業慣行」「人権」では、90％以上のお取引先様から「取
り組んでいる」あるいは「取り組む予定または検討中である」とご回答いただきました。また、こ
れまでのアンケートでは複数のお取引先様から、国連グローバル・コンパクトへの署名やさまざ
まな社会貢献・支援活動への参加報告をいただきました。今後もお取引先様と一体となり、サス
テナブル調達基準の相互認識を深め、公正な取引を実施していきます。

公正な取引に向けて

■ 取り組んでいる・導入している　■ 取り組む予定または検討中である　■ 取り組んでいない・導入していない　■ 関連がない
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重要サプライヤーの特定
購入金額が大きいサプライヤーや主要機種・戦略機種の部品を供給するサプライヤー、代替不
可能な部品を供給するサプライヤーを「重要サプライヤー」として特定しています。

■「サプライヤーアンケート（2021年度）」の結果
2021年度は、国内・海外を含め約60社の重要サプライヤーに「サプライヤーアンケート」を実
施しました。調査は、「環境」「人権」「品質」「ガバナンス」の4項目で構成されます。
環境では、アンケートを実施した企業のうち、約62%がマネジメント体制を構築していると回答
しましたが、積極的に気候変動対応に取り組んでいる企業は約8%となりました。気候変動対応
には、Scope3※を含めたGHG（温室効果ガス）削減が必要であり、お取引先様とともに取り組み
を強化します。
人権では、人権方針を策定しているサプライヤーは約42%になり、人権デューデリジェンスを実
施している企業は12%に留まりました。人権侵害の発生により、当社グループへの影響も考え
られるため、引き続き教育や支援、モニタリングを実施します。
品質では、感染症などのパンデミックの発生によるリスク評価を実施している企業が約34%確認
できました。また、リコールのあった企業は10社あり、サプライチェーン全体における品質向上
に向け再発防止を徹底します。
ガバナンスでは、引き続き法令遵守の徹底を周知します。
今後は、アンケート結果をもとにリスク評価を行い、お取引先様とのコミュニケーションを推進します。

https://www.nihonkohden.co.jp/information/supplier.html#key_suppliers

詳細については、当社ウェブサイトをご覧ください。

※ Scope3： 当社のサプライチェーンにおけるその他の間接排出。
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